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第１：はじめに

	 	「犯罪被害者支援活動のこれまでの歩みの成果は、
“十年一昔”といえるほど、その充実には目を瞠

みは

るもの
がある」。これは、今から５年前に刊行された「犯罪被
害者支援の過去・現在・未来」に寄せた拙文の書き出
しの部分である。5年前の司法分野における犯罪被害
者への対応が充実していると感じていたのであるが、
振り返れば、犯罪被害者の状況は満足できる状態では
なく更に改善する必要があったのである。

第２：ネットワークの歩み

１.	 日本での犯罪被害者支援活動は、平成4（1992）
年3月に山上皓教授が「犯罪被害者相談室」を設置
したのを嚆

こう

矢
し

として活動が始まり、平成10（1998）
年に全国被害者支援ネットワークが山上教授により
設立された。加盟団体は当初8団体であったが、順
次増加していき、平成21（2009）年に全都道府県に
設置された47団体となり、平成27（2015）年には
47団体が都道府県公安委員会から犯罪被害者等早
期援助団体の指定を受けるに至っている。
2.	 犯罪被害者支援活動の憲法ともいうべき「犯罪被
害者等基本法」は平成16（2004）年に制定された。
その法案は当初「犯罪被害者等支援の実現」等の「支
援」という用語が用いられていたが、犯罪被害者等
支援団体は、犯罪被害者等は単なる「支援」の対象
ではなく、生身の人間であり、当事者としての正当な
「権利」なのだと強く主張した。最終的に成立した条
文では「1条（目的）この法律は、・・・・・・・もっ
て犯罪被害者等の権利利益の保護を図ることを目

的とする」「3条（基本理念）すべての犯罪被害者等は、
個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処
遇を保証される権利を有する」と規程されたのであ
る。
	 	 この法律の立法趣旨として、「今こそ、犯罪被害者
等の視点に立った施策を講じ、その権利利益の保護
が図られる社会の実現に向けた新たなる一歩を踏み
出さなければならない」と高らかに宣言されたので
ある。

第３：民間支援団体としての20年

１.	 犯罪被害者支援活動を民間団体が行うということ
は、現代社会でどのような意義が認められるのであ
ろうか。以下にその点を述べる。
	 	 第1に同じ社会での民間団体の犯罪被害者支援活
動は、支援担当者の様々な法的制約が伴う公的機関
と異なり、「温かい血が通う」支援が犯罪被害者の心
の支えになっているのである。
	 	 第2に、犯罪被害者の支援には、多方面にわたる
課題や問題が存在し、それらの解決のために多くの
公的機関や民間団体が関与することになるが、これ
らの機関の連絡、調整、整理を行える行政機関を定
めることは困難である。民間団体がこれを補完する
ことは可能というべきであろう。
	 	 第3に、警察に被害を届け出ない犯罪被害者が、
特に性犯罪では多く存在していることは公知の事実
である。刑事司法手続で主役である犯罪被害者が
警察で犯罪被害者として表に立てない状態では公的
機関で犯罪被害者支援を受けることは困難である
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（ただし最近は公的カウンセリング等の制度がある）。
このような犯罪被害者に対して民間団体は、通常通
り手を差し伸べて支援活動を行うことに何ら支障は
ない。
	 	 第4に、犯罪被害者支援活動は、その性格上終了
時期を設定することはなく、犯罪被害者との関係は、
希望通り、継続して支援が行われる。ところが、犯
罪被害者が主役である刑事司法手続では、刑事裁判
で判決が出されると手続上、終了として扱われてし
まう。このような場合でも民間団体の支援は継続し
て対応しているのである。
２.	（1）第2の1に記したように、ネットワークは平成
10（1998）年に活動を開始した。ネットワークの
財政状況については、創設時の資料は見当たらない
が、平成16（2009）年当時は収入5399万4306
円に対し、支出が6653万3566円で1253万
9260円の大赤字であった。これが最近は令和6
（2024）年の収入1億1333万8975円支出1億
1240万4435円となっており充実した内容である。
ネットワークの役員も当初は10名であったが、現在
は組織拡大につき14名となっている。なお、当時
は理事は選挙で選ばれており、いろいろな「運動」
が行われていたようであった。
	 	 ネットワークの加盟団体である支援センターでの
支援状況は相談件数をみると平成29（2017）年か
ら令和7（2025）年までの8年間に1.8倍の5万
2118件と激増している状況である。そして平成30
（2018）年についにネットワークの「犯罪被害者等
電話サポートセンター」が開設された。これでネット
ワークが掲げる「いつでもどこでも」の「いつでも」
について一応の手当ができたのである。
	 	（2）平成25（2013）年度から助成事業が開始さ
れ、重要な財源である預保納付金は本来は詐欺被害
者に返還するべきものであり、日本財団による助成
事業は単に支援団体の運営資金の補充にあたるも
のではなく、「自立のための基盤作り」「支援活動の
充実」にあてられるべきものであり、要するに支援
団体の不足する予算の補充のための助成ではないと
いうことであった。

第４：犯罪被害者支援活動の課題

１.	 民間の福祉関係の公益法人共通の問題は、福祉活
動の元となる、運営資金の確保である。実際に全国
の支援センターの財政状況は悩みのタネで「火の車」

状態ともいえる状況である。これに対しネットワー
クや支援センターの活動を通して実現してきた日本
財団による預保納付金の助成を中心にして、ホンデ
リング・チャリボン、寄付型自動販売機による寄付等、
様々な方法を模索している。預保納付金の助成につ
いての日本財団の説明では「我々は獲物である魚を
配ることはない。魚を獲るための道具を配るので、
それを使い工夫して魚を獲得してほしい」という説明
であった。上記の通り、預保納付金は不足予算の補
完のための助成ではなく、支援センターがいかに工
夫して道具を使い、魚を獲得したかに関係なく、公
益法人の「宿命」といえる支援活動費用の確保の問
題は公益法人財務3基準の元で、依然として解決し
ていないのである。
2.	 ネットワークの設立のビジョンである「全国どこに
いてもいつでも途切れない支援」については前述の
通り、100％とはいえないが、支援を受けられる体
制が整備されてきた。今後の課題としては、国内だ
けでなく国際化の推進として「海外邦人支援の取組」
「外国人にかかわる通訳者確保と支援活動」があげ
られる。
３.	「どこにいてもいつでも」については、前述のとおり、
全国47都道府県の支援センターが活動しているが、
その活動を支える地方自治体との関係は、都道府県
は公益法人の認定や犯罪被害者等早期援助団体の
指定等を行っており、支援活動の当事者としての認
識を有しているが、住民に一番近い存在の市町村は
「それは県の仕事で、うちは関係ない」という雰囲気
が多かったのである。この点の改善策として第5次
犯罪被害者等基本計画でも「地方公共団体における
体制整備」があげられており、ネットワーク及び支援
センターは市区町村を支援活動の当事者とする地方
条例の制定を警察とともに活動して制定運動を全国
で展開し、その結果多くの地方自治体で制定され、
市区町村を支援活動の枠内に入れるようになったの
で、支援活動の重要なポイントである複数の公的機
関の連携もようやく認められてきたのである。
	 	 最後になるが、ネットワークの創設者である山上教
授の「被害者のための被害者支援」「被害者への深
い思いと被害者支援への強い思い」という言葉を胸
に、その思いを実践し、活動している。そして、公益
法人の活動資金の不十分さに抗いながら、活動資金
の充実、支援担当者の処遇改善等を目指して、私た
ちは日々歩んでいる。
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令和8年3月、第5次犯罪被害者等基本計画（以下「第
5次基本計画」という。）が閣議決定されました。
我が国の犯罪被害者等施策（以下「被害者施策」とい
う。）は、平成16年に制定された犯罪被害者等基本法に
より新たな一歩を踏み出し、以降、約20年にわたり、犯
罪被害者等基本計画（平成17年12月閣議決定）から第
4次犯罪被害者等基本計画（令和3年3月30日閣議決
定）に至るまで、4次にわたる基本計画の下で、政府全体
として総合的かつ計画的な推進が図られてきました。
第4次犯罪被害者等基本計画の計画期間中において
も、例えば、犯罪被害者等給付金の給付水準の大幅な引
上げ、犯罪被害者等の心情等を考慮した加害者処遇の仕
組みの導入、犯罪被害者等支援弁護士制度の創設等、被
害者施策が着実に進展するとともに、令和5年には、国
家公安委員会及びこれを補佐する警察庁が、被害者施策
の推進に関して行政各部の統一を図るために必要となる

＊1	 ①尊厳にふさわしい処遇を権利として保障すること、②個々の事情に応じて適切に行われること、③途切れることなく行われること、
④国民の総意を形成しながら展開されること

＊2	 重点課題第1「損害回復・経済的支援等への取組」、重点課題第2「精神的・身体的被害の回復・防止への取組」、重点課題第3「刑
事手続等への関与拡充への取組」、重点課題第4「支援等のための体制整備への取組」、重点課題第5「国民の理解の増進と配慮・
協力の確保への取組」

企画及び立案並びに総合調整を行うこととされ、いわゆ
る「司令塔」として位置付けられました。
第5次基本計画は、警察庁が「司令塔」となった後の
初めての基本計画であり、その策定に当たっては、被害
者施策の一層の充実を図るため、犯罪被害者等やその支
援者をはじめ、広く国民から意見・要望を募集するととも
に、犯罪被害者団体及び犯罪被害者等の援助を行う民間
団体から個別に意見・要望を聴取し、第5次基本計画に
盛り込むべき被害者施策が検討されました。
その結果、第5次基本計画においては、4つの基本方
針＊1と5つの重点課題＊2が掲げられ、重点課題ごとに、
いわば総論として「現状認識」と「具体的施策の方向性」
が示された上で、これらを踏まえた合計307個の具体
的施策が盛り込まれました。
以下では、重点課題ごとに主な取組をピックアップし
て御紹介します。

特 集 第５次犯罪被害者等基本計画の概要
～５つの重点課題と主な取組について～
第５次犯罪被害者等基本計画の概要
～５つの重点課題と主な取組について～

警察庁長官官房参事官（犯罪被害者等施策担当） ● 西村　慎太郎

犯罪被害者等支援
シンボルマーク
「ギュっとちゃん」第５次犯罪被害者等基本計画の概要

□ 20年の取組を整理した上で、合計307個の施策をパッケージとして充実・強化

□ 司令塔の警察庁の下、各府省庁が連携して、新たに施策の動向把握のための参考指標を提⽰
より⼀層実態に即した犯罪被害者等⽀援を実施

① 尊厳にふさわしい処遇を権利として保障

・犯罪被害者等からの意見聴取の上、
盛り込むべき施策を検討

策定⽅針及び計画期間

基本⽅針

② 個々の事情に応じて適切に行う

③ 途切れることなく行う

④ 国民の総意を形成しながら展開

・令和８年度からの５か年計画

重点課題及び具体的施策

推進体制・参考指標
・国家公安委員会（警察庁）の総合調整

・施策の検証・評価

重点課題第１
損害回復・経済的⽀援等への取組

重点課題第４
⽀援等のための体制整備への取組

重点課題第２
精神的被害・⾝体的被害の回復・防⽌
への取組

重点課題第５
国⺠の理解の増進と配慮・協⼒
の確保への取組

重点課題第３
刑事⼿続等への関与拡充への取組

賠償履行に資する加害者処遇

時効更新等の負担軽減

犯罪被害者等支援や民事法制度の

諸外国調査

犯罪被害給付制度の改善

トラウマインフォームドケアの推進によ

る二次的被害の防止・被害回復の促
進

公判前整理手続への関与の在り方、

少年審判・医療観察審判の傍聴制
度の充実に関する多角的検討

事業主の理解・休暇制度の導入

の促進

ワンストップサービス体制

の整備・充実 広報啓発の強化

犯罪被害者等支援弁護士制度

の運用等

□ 内容・体制の両⾯で、全国の⽀援の標準化・底上げを図る
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１	 損害回復・経済的支援等への取組（重点課題１）

犯罪被害者等は、収入の途絶や高額な医療費の負担
等により経済的に困窮することが少なくありません。他
方で、第一義的な責任を負う加害者による損害賠償責任
が果たされず、被害の回復につながらないなどの指摘が
なされています。第5次基本計画では、こうした犯罪被
害者等の抱える困難な状況の解消に向け、犯罪被害者等
が民事上の損害賠償請求等により損害回復を図れるよう
にするための取組や、犯罪被害者等給付金等の犯罪被害
者等のための支援制度の活用等による経済的支援等の
取組を進めることとしています。
⑴	 民事法律扶助制度及び犯罪被害者等支援弁護士制
度の活用による負担軽減（1－2）＊3

	 	 法テラスでは、資力の乏しい方に無料法律相談等の
支援を行う民事法律扶助制度を運用しているほか、令
和8年1月からは加害者への損害賠償等の民事手続
を含めた支援を行う犯罪被害者等支援弁護士制度の
運用を開始しています。
	 	 こうした民事法律扶助制度及び犯罪被害者等支援
弁護士制度を的確に運用することにより、犯罪被害者
等の弁護士費用及び損害賠償請求費用の負担軽減を
図ります。
⑵	 加害者による損害賠償の履行促進（1－13、1－14）
	 	 矯正処遇における加害者の損害賠償責任の履行促
進について、受刑者の被害弁償の履行状況等について
調査を行い、実態を把握した上で、受刑者に対し、実
情に沿った助言や指導を実施するとともに、賠償計画
の作成を含め損害賠償の履行促進に向けた働き掛け
に努めます。
	 	 また、保護観察処遇についても、被害弁償の履行状
況等について調査を行った上で、被害弁償の履行に向
け、保護観察対象者に対し、実情に沿った助言及び指
導の実施に努めます。
⑶	 犯罪被害給付制度の改善等（1－17〜1－19）
	 	 犯罪被害給付制度の周知に関する要望を踏まえ、制
度運用上の留意事項について、都道府県警察に対し指
示をします。また、被害直後の一時的な経済的負担の
緩和を求める要望を踏まえ、仮給付制度の積極的な活
用を図ります。加えて、遺族給付金の支給状況や近時
の医療の実態把握を行い、必要に応じ、給付要件の見
直しを行います。
⑷	 諸外国における犯罪被害者等施策の調査による一
層の充実（1－41）
	 	 北欧を含む欧米諸国等の犯罪被害者等施策につい
て、支援内容、その財源、予算規模、関連する諸制度
等を含めて、より一層充実した調査を行い、調査結果
を公表するとともに、必要な対応を行います。

＊3	 （）内は第5次基本計画における施策番号。以下同じ。
＊4	 トラウマとその影響について知識を持ち、理解して関わること。
＊5	 第１回公判期日前において、明確な審理計画を策定し、迅速な審理を実現するための手続。

２	 精神的・身体的被害の回復・防止への取組
（重点課題２）

犯罪被害者等が犯罪等により受ける心身への被害に関
しては、その内容や特性に応じ、必要な治療やケア、支援
を迅速かつ的確に提供する必要があり、そのための体制
整備等が求められます。また、犯罪被害者等は、支援者
等を含めた周囲の言動等により更なる精神的被害（二次
的被害）を受けることがあり、その防止も図られなけれ
ばなりません。第5次基本計画では、これらの観点から、
精神的・身体的被害の回復・防止への取組を進めること
としています。
⑴	 警察部内のカウンセラーによる犯罪被害者等へのカ
ウンセリングの充実（2－7）
	 	 都道府県警察に配置された公認心理師、臨床心理
士等の資格を有する部内カウンセラーについて、確実
かつ十分な配置と効果的な配置に努めるよう都道府
県警察を指導するとともに、配置状況及び活用状況に
ついて毎年公表します。
⑵	 犯罪被害者等と接する職員等に対するトラウマイン
フォームドケア＊4教育等の推進（2－22）

	 	 犯罪被害者等と接する関係機関・団体の職員等が、
犯罪被害者等のトラウマ反応について理解し、二次的
被害を防止しつつ、その心情に配慮した対応を行うた
め、関係府省庁と連携し、トラウマインフォームドケア
について学習する教材等を作成・周知するとともに、
関係機関・団体における犯罪被害者等との関わりに応
じた教育を促進します。
⑶	 関係機関・団体の職員等に対する研修の充実等（2
－23〜2－37）

	 	 警察庁関係、法務省関係、国土交通省関係、文部科
学省関係、厚生労働省関係の各職員等に関し、トラウ
マウンフォームドケアの観点も踏まえた研修教育の充
実等を図ります。

３	 刑事手続等への関与拡充への取組（重点課題３）

被害に係る刑事手続等に関与したり、事件や手続の内
容等を知りたいという犯罪被害者等の心情等に応えるべ
く、これまで各種の施策が講じられてきましたが、今も
なお犯罪被害者等からは、制度及び運用の両面からの要
望が寄せられています。第5次基本計画では、以下の刑
事手続等に関し、それぞれの制度趣旨等も考慮しつつ、
犯罪被害者等がその手続に適切に関与することができる
よう、その機会の拡充等に関する検討等を進めていくこ
ととしています。
・	公判前整理手続＊5への関与の在り方の検討（3－20）
・	被害者参加制度の対象犯罪の拡大の要否・可否等
についての多角的検討（3－24）
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・	公判傍聴時のプライバシー等への配慮（3－25）
・	少年審判の傍聴制度の周知及び充実（3－31）
・	医療観察審判＊6の傍聴制度の充実等（3－32、3－47）

４	 支援等のための体制整備への取組（重点課題４）

犯罪被害者等からは、支援に携わる機関・団体が様々
あるために、受けられる支援の内容や支援を受けられる
方法が分からないといった声があります。また、支援を
受けるに当たって複数の機関・団体を訪れる必要があり、
その度に同じ説明を繰り返すことによる負担や二次的被
害のリスクも指摘されています。こうした観点からすると、
犯罪被害者等への支援については、制度面・運用面にお
いて内容を更に拡充するだけでなく、犯罪被害者等が適
切な形で支援にたどり着くことができるよう体制を整備
することも重要であると考えられます。
この点、令和６年度から、犯罪被害者等がいずれかの
機関・団体に相談や問合せをすれば、その機関・団体を
起点とし、都道府県に配置する犯罪被害者等支援コーデ
ィネーター（以下「コーディネーター」という。）に情報を
集約し、コーディネーターを中心に関係機関・団体等が
一体となって犯罪被害者等が利用できる支援を提示・提
供する多機関ワンストップサービス体制を全国的に整備
する取組が開始されました。
こうした取組に関し、第５次基本計画では、犯罪被害
者等が居住地域にかかわらず必要な支援を受けられるよ
う、全国における多機関ワンストップサービス体制の整
備・定着を図るとともに、支援に携わる機関・団体が相
互に連携し、関係を一層強化することや、同体制におい
て重要な役割を担う民間支援団体の活動に対する援助
を行うことなどが掲げられました。
⑴	 地方における多機関ワンストップサービス体制の早
期構築及び効果的な運用に向けた支援（４－４）
	 	 全ての地方において早期に多機関ワンストップサー
ビス体制が構築されるよう、都道府県に対する財政面
での支援や、地方公共団体アドバイザーによる助言等
の運用面での支援等を行うとともに、同体制の効果的
な運用に資するよう、地方公共団体職員等を対象とし
た実践的な訓練の機会を提供するほか、多機関連携に
よる支援の対応状況や好事例を収集し、関係機関・団
体に情報提供します。
⑵	 コーディネーターの養成及び活動への支援（４－５）
	 	 多機関ワンストップサービスの中心となるコーディ
ネーターに対する研修を開催するほか、支援者向けオ
ンデマンド教材の充実を図り、コーディネーターの養
成を支援します。また、各都道府県におけるコーディ
ネーターの活動状況等を継続的に把握・分析し、コー
ディネーターに求められる技能やその活動を支える組
織・環境等、ロールモデルの具体化を検討します。
⑶	「被害者手帳」の作成・交付及び支援経過の「カルテ

＊6	 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律に基づく。
＊7	 犯罪被害者等支援のシンボルマークとして、「ギュっとちゃん」の活用を図っています。

化」の実施（４－45）
	 	 犯罪被害者等の要望や置かれている状況等を記録
して、新たに訪れる機関の支援担当者と共有すること
で、説明の負担を軽減すること等に活用できる「被害
者手帳」の作成・交付、コーディネーターが支援記録を
保管して、支援経過・内容を適切に把握するとともに、
再相談があった際の円滑な対応にも資する「カルテ化」
等の取組を、犯罪被害者等の心理的負担等に配意しつ
つ進めます。

５	 国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組
（重点課題５）

犯罪被害者等が置かれている状況等に対する国民の
理解を増進させ、犯罪被害者等への配慮と被害者施策へ
の協力を確保するための取組の重要性に鑑み、これまで
各種施策が講じられてきましたが、その広がりは今なお
途上にあります。
こうした観点から、第５次基本計画の下でも、国民の
理解の増進と配慮・協力の確保への取組を更に推進して
いくこととしています。
⑴	 各種強化期間を中心とした多角的な広報啓発（５－
10～５－14）
	 	 広報啓発のための集中的な強化期間として設定した
「犯罪被害者週間」を月間化し、同期間中、政府全体と
して、創意工夫を凝らした効果的な広報啓発を行うな
ど、各種強化期間を中心とした多角的な広報啓発を行
います。
⑵	 国民の参加を促す広報啓発活動（５－15）
	 	 犯罪被害者等の参加・協力を得て講演会等を開催し、
その声を国民に広く届ける機会を設けるほか、より深
く国民に考える機会を提供するため、犯罪被害者等支
援に関する標語の募集、犯罪被害者等支援のシンボル
マーク＊7の普及等を行います。

⑶	 広報啓発手法や媒体の多様化（５－18）
	 	 犯罪被害者等が置かれている状況や犯罪被害者等
支援について、国民の関心を喚起し、その理解を深め
るほか、関係府省庁や地方公共団体、民間団体等の施
策や取組の周知のため、相互連携・協力の下、ウェブ
サイト・ＳＮＳ、広く国民の目にとまる街頭広告等を活
用し、広報啓発手法や媒体の多様化に努め、効果的な
広報啓発を行います。

６	 最後に

全国被害者支援ネットワーク及びその加盟団体の皆様
が、平素より犯罪被害者等支援のための各種取組に御尽
力されていることに改めて敬意と感謝を表します。警察
庁としましても、第５次基本計画の下、「司令塔」として
関係府省庁等と連携しながら被害者施策を一層推進して
まいりますので、引き続き、御協力をお願いいたします。
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●	令和8年度春の叙勲受章者のご紹介
・旭日双光章　認定 NPO 法人静岡犯罪被害者支援センター理事長　　白井　孝一　氏
・瑞宝小綬章　公益社団法人被害者支援都民センター理事長　　飛鳥井　望　氏
・瑞宝小綬章　公益社団法人京都犯罪被害者支援センター理事長　　山下　俊幸　氏

長年にわたるご功績が高く評価され、叙勲の栄に浴されましたことを心よりお祝い申し上げます。

●	全国被害者支援ネットワーク定時社員総会が開催されました
2026年6月9日（火）に公益社団法人全国被害者支援ネットワーク定時社員総会を開催しました。

総社員数48名のうち、41名が参加。警察庁犯罪被害者等施策推進課に陪席をいただきました。

＜審議事項＞

第１号議案	 令和7度事業報告（案）・決算（案）について

＜報告事項＞

⑴	令和8年度事業計画、事業計画概要及び予算書

⑵	令和8年度資金調達及び設備投資の見込み

⑶	ネットワーク10年ビジョンと第6期5年計画
策定プロジェクト

⑷	相談記録管理システムの開発状況

⑸	外国人被害者支援

⑹	犯罪被害者等電話サポートセンター活動状況

⑺	全国犯罪被害者支援フォーラム2026、
令和8年度秋期全国研修会

2025年度決算
（単位：円）

支出 ■139,644,598
収入 ■136,447,771

寄付金
9,176,657
寄付金
9,176,657

会費
11,706,000
会費

11,706,000

雑収入　468,620雑収入　468,620
特定資産受取利息　22,847特定資産受取利息　22,847

助成金
115,073,647
助成金

115,073,647

支出管理費他
16,057,202
支出管理費他
16,057,202

事業費
123,587,396
事業費

123,587,396

理事長

	 椎橋　隆幸	 中央大学名誉教授
副理事長

	 三輪　佳久	 （公社）みやぎ被害者支援センター理事長
	 熊谷　明彦	 あぽろ法律事務所
専務理事

	 奥山　栄一	 （公社）全国被害者支援ネットワーク
理　事

	 飛鳥井　望	 （公社）被害者支援都民センター理事長

	 磯部　文雄	 （特非）福祉未来研究所代表
	 稲葉　省三	 （公社）被害者支援センターえひめ専務理事
	 大澤　文男	 （公社）いわて被害者支援センター専務理事
	 関根　　剛	 （公社）大分被害者支援センター副理事長

	 辻本　健二	 （公財）関西生産性本部特別顧問
	 中曽根えり子	 （公社）にいがた被害者支援センター理事
	 一杉　正仁	 （公社）おうみ犯罪被害者支援センター副理事長
	 三森美津広	 （認 N）静岡犯罪被害者支援センター専務理事
	 和氣みち子	 犯罪被害者等施策推進会議委員
監　事

	 川本　哲郎	 （公社）京都犯罪被害者支援センター副理事長
	 北村　浩志	 新橋税理士合同事務所代表税理士
顧　問

	 大久保惠美子	（公社）とやま被害者支援センター顧問
	 黒澤　正和	 株式会社国際危機管理機構会長
	 冨田　信穂	 常磐大学名誉教授
	 安田　貴彦	 日本生命保険相互会社顧問

2026年度（令和8年度） 全国被害者支援ネットワーク 役員表

（敬称略）
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10/31㈯・11/1㈰ 令和8年度秋期全国研修会開催案内10/31㈯・11/1㈰ 令和8年度秋期全国研修会開催案内
参加申込み受付は9/30・参加費無料（加盟団体・関係機関所属職員が対象）

令和 8 年度　秋期全国研修会　プログラム　※敬称略
10月31日（土）　分科会 A　10：00～12：30（150分）
分科会 A　10：00～12：30（150分）

10：00
｜

12：30

研修名 対象（参加形態） 部屋 演題 講師

A-1 加盟団体のみ
（対面）

B3-1
（20名）

被害に遭った子どもへの支援について
～学校との連携について考える～

遠藤えりな（NNVS 認定コーディネーター・ひょうご）
髙橋久代（NNVS 認定コーディネーター・くまもと）

A-2 加盟団体のみ
（対面）

B3-2
（20名）

面接相談
―傾聴を踏まえての展開の仕方―

油井恵美子（NNVS 認定コーディネーター・長野）
小島きぬ子（NNVS 認定コーディネーター・あいち）

A-3 どなたでも参加できます。
（対面）

研修 -1
（100名）

途切れのない支援について
～多機関ワンストップサービスによる支援～

竹山律子（NNVS 認定コーディネーター・埼玉）
甲斐千津（NNVS 認定コーディネーター・佐賀）
野﨑さおり（NNVS 認定コーディネーター・みやざき）
加藤将也（埼玉県県民生活部 防犯・交通安全課 防犯・犯罪被害者支援担当主幹）

A-4 どなたでも参加できます。
（対面）

研修 -2
（76名）

支援の質を高めるための
支援者のメンタルケアと組織間の連携 関根　剛（臨床心理士、全国ネットワーク理事）

A-7
心理専門職・精神保健福祉士・

社会福祉士対象
（対面）

B3-6
（24名）

心理的支援専門職実務研修
―遺族への心理的支援を中心に―（１）

岡本かおり（清泉大学人間学部教授、犯罪被害相談員、公認心理師、臨床心理士、被害者支援都民センター）
鶴田信子（犯罪被害相談員、公認心理師、臨床心理士、被害者支援都民センター相談担当心理責任者）

A-5 どなたでも参加できます。
（Teams）

Teams
（40名） 被害者支援における法的視点 長澤裕子（坂井法律事務所・弁護士、石川被害者サポートセンター理事）

A-6 どなたでも参加できます。
（Teams）

Teams
（40名） 精神疾患に関する基礎知識 飛鳥井　望（被害者支援都民センター理事長、精神科医）

A-8 どなたでも参加できます。
（A-5のサテライト聴講）

6-61
（20名） 被害者支援における法的視点 A-5サテライト講座

A-9 どなたでも参加できます。
（A-6のサテライト聴講）

6-64
（20名） 精神疾患に関する基礎知識 A-6サテライト講座

※ A-8と A-9は Teams 配信分科会（A-5・A-6）を会場（機械振興会館）のスクリーンで聴講する講座です。

10月31日（土）　分科会 B　13：30～16：30または13：30～15：30　分科会により所要時間が異なります。
分科会 B　13：30～16：30（180分）

13：30
｜

16：30

研修名 対象（参加形態） 部屋 演題 講師

B-1 加盟団体のみ
（対面）

B3-1
（20名） 電話相談ー自己決定を尊重する対応ー 佐々木みどり（NNVS 認定コーディネーター・神奈川）

林　貴子（NNVS 認定コーディネーター・ぎふ）

B-2 加盟団体のみ
（対面）

B3-2
（20名） 直接的支援～支援の終結を考える～

森田ひろみ（NNVS 認定コーディネーター・いばらき）
中曽根えり子（NNVS 認定コーディネーター・にいがた）
松田千恵美（NNVS 認定コーディネーター・かごしま）

B-3 どなたでも参加できます。
（対面）

研修 -1
（100名） 思春期の子どもの心理（仮） 櫻井　鼓（追手門学院大学心理学部心理学科教授／横浜思春期問題研究所副所長）

B-4 どなたでも参加できます。
（対面）

研修 -2
（76名）

被害者支援における
社会福祉・ソーシャルワークの必要性 伊藤冨士江（元上智大学教授）

B-7
心理専門職・精神保健福祉士・

社会福祉士対象
（対面）

B3-6
（24名）

心理的支援専門職実務研修
―遺族への心理的支援を中心に―（２）

岡本かおり（清泉大学人間学部教授、犯罪被害相談員、公認心理師、臨床心理士、被害者支援都民センター）
齋藤梓（上智大学総合人間科学部心理学科准教授、犯罪被害相談員、公認心理師、臨床心理士、被害者支援都民センター）
鶴田信子（犯罪被害相談員、公認心理師、臨床心理士、被害者支援都民センター相談担当心理責任者）

分科会 B　13：30～15：30（120分）

13：30
｜

15：30

B-5 どなたでも参加できます。
（Teams）

Teams
（40名）

親を亡くした子どもの心と関わりのポイント、
そしてグリーフケア 倉西　宏（京都文教大学臨床心理学科長・准教授）

B-6 どなたでも参加できます。
（Teams）

Teams
（40名） 外国人被害者支援の実際と課題

伊東秀彦（みどり総合法律事務所・弁護士）
工藤美貴子（NNVS 認定コーディネーター・あおもり）
楠本節子（NNVS 認定コーディネーター・大阪）
藤澤由美子（NNVS 認定コーディネーター・大分）

B-8 どなたでも参加できます。
（B-5のサテライト聴講）

6-61
（20名）

親を亡くした子どもの心と関わりのポイント、
そしてグリーフケア B-5サテライト講座

B-9 どなたでも参加できます。
（B-6のサテライト聴講）

6-64
（20名） 外国人被害者支援の実際と課題 B-6サテライト講座

※ B-8と B-9は Teams 配信分科会（B-5・B-6）を会場（機械振興会館）のスクリーンで聴講する講座です。
★ A-7と B-7は通し講座です。両方に参加出来る方を優先します。また、加盟団体または都道府県警察所属の有資格者のみが対象です。
　有資格者とは、支援センター所属・委託の臨床心理士・公認心理師・社会福祉士・精神保健福祉士・精神科医の資格保持者、警察庁・都道府県警察の臨床心理士・公認心理師を指します。

17：00～18：30　意見交換会（加盟団体所属者で事前に申し込んだ方のみ参加可）

11月1日（日）　全体会　9：40～12：20  入場開始9：20  会場：地下２階  ホール　定員：現地180名 /YouTube 配信200名   どなたでも参加できます。
9：20 開場 司会：奧山栄一（全国ネットワーク専務理事）

9：40―9：50 開会挨拶・分科会総括 熊谷明彦（全国ネットワーク副理事長、研修・支援活動部会長）

9：50―11：20 パネルディスカッション
「性暴力を受けた子どもの支援  ～2025年欧州視察事業より～」

齋藤　梓（上智大学総合人間科学部心理学科准教授）
齋藤　実（琉球大学法務研究科教授）
司会進行：片山　文（NNVS 認定コーディネーター・おかやま）

休　憩　（写真撮影）
11：40―12：10 栄誉章表彰式、NNVS 認定コーディネーター認定式 椎橋隆幸（全国ネットワーク理事長）
12：10―12：20 秋期全国研修会閉会挨拶 椎橋隆幸（全国ネットワーク理事長）
＊講師名の後ろの（　　）内は団体名称の略称です。
＊部屋番号の下の（　　）内の数字は、各教室の対面の定員数です。

日　時	 2026年10月31日㈯ 10：00～16：30
	 （一部分科会は15：30 まで）
	 11月1日㈰ 9：40～12：20
会　場	 機械振興会館（東京都港区芝公園3丁目5-8）
	 最寄り駅／地下鉄「御成門」・「神谷町」
参加費	 無料
申　込	 事前申込制  受付期間9月30日㈬まで

研修会は犯罪被害者等支援関係機関所属の方対象です。
（一般の方の参加不可）

お申し込みはこちらから
https://www.npa.go.jp/higaisya/renkei/kenshu.html
	 または二次元コードから　

 参加費無料・事前申込制（9/30まで） 
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日 時	 2026年10月30日（金） １３：００～17：10
会 場	 日経ホール（東京都千代田区大手町1丁目3-7）
	 最寄り駅／地下鉄「大手町」駅
主 催	 公益社団法人全国被害者支援ネットワーク  日本

被害者学会   公益財団法人犯罪被害救援基金  
警察庁

後 援	 内閣府男女共同参画局  こども家庭庁  総務省  
法務省  文部科学省  厚生労働省  国土交通省  
公益財団法人日本財団 日本弁護士連合会  一般
財団法人ひまわり基金  公益財団法人日工組社
会安全研究財団  日本司法支援センター（法テラ
ス）  一般社団法人日本臨床心理士会  公益社団
法人日本公認心理師協会  （予定）

参加費	 無料
申 込	 事前申込み制（受付期間は9月30日（水）まで）
定 員	 日経ホール　450名 / YouTubeライブ配信

500名 / アーカイブ配信500名

フォーラムはどなたでもご参加いただけます。
参加資格は問いません。
お申し込みはこちらから
https://www.npa.go.jp/higaisya/renkei/forum.html

または二次元コードから
 参加費無料・事前申込み制（9/30まで） 

10/30㈮開催 全国犯罪被害者支援フォーラム2026のご案内10/30㈮開催 全国犯罪被害者支援フォーラム2026のご案内
2026年10月30日㈮ 13時より、31回目の開催となる「全国犯罪被害者支援フォーラム2026」を開催いたします。
フォーラムは、一般の方と犯罪被害者等支援関係機関の方を対象に、犯罪被害者等の方が被害後に置かれる状況や
心身への影響について理解を深め、犯罪被害者等支援活動の広報啓発を目的として、毎年秋に開催している犯罪被害
者等支援イベントです。この機会にぜひご参加ください。

全国犯罪被害者支援フォーラム 2026 「こどもの性暴力被害」

第１部：（13：00−14：30）	

13：00−13：35

開会挨拶 全国被害者支援ネットワーク理事長　　　椎橋　隆幸

来賓挨拶 国家公安委員会委員長　日本弁護士連合会　　　あかま　二郎　氏

犯罪被害者支援功労者特別栄誉章・功労団体表彰　　感謝状贈呈

13：35−14：30
基調講演　「学校で性暴力がおこったら～子どもたちを守る安全装置～」　
講演者：NPO 法人性暴力被害者支援センター・ひょうご理事　産婦人科医　　　田口　奈緒　氏

14：30−14：50 休　憩（20分）

第２部：（14：50−17：10）

14：50−15：45
被害者の声　「被害の事実から社会を考える ― 性暴力の予防と回復 ―」　

講演者：声を聴きつなぐ会　副代表　　　平野　利枝　氏

15：45−15：55 休　憩（10分）

15：55−17：05

パネルディスカッション　「こどもの SOS に向き合うために～話すこと、聞くこと～」　
コーディネーター：
NPO 法人性暴力被害者支援センター・ひょうご理事・産婦人科医　　　田口　奈緒　氏
パネリスト：声を聴きつなぐ会　代表　　　大原　康彦　氏
パネリスト：刑事コメンテーター　　　佐々木　成三　氏

17：05−17：10 閉会挨拶 犯罪被害救援基金専務理事　　　田村　正博

被害者支援ニュースの発行は自賠責運用益拠出事業の助成によるものです。発行責任：公益社団法人 全国被害者支援ネットワーク

■2026年4月からスタートした「第5次犯罪被害者等基本計画」を特集しました。ご執筆くだ
さった警察庁長官官房参事官（犯罪被害者等施策担当）西村慎太郎様にはこの場を借りて、御礼
申し上げます。第５次基本計画は、警察庁が「司令塔」となった初めての基本計画です。ぜひお読
みいただき、支援活動に生かしていただくことをお願い申し上げます。
10/30～11/1にかけてフォーラム・研修会を開催いたします。たくさんの皆様のご参加、お待
ちしております。（Ｈ .Ｔ）

次回発行予定日
2026年12月

◦ 特 集 ◦
フォーラム・研修会


